平　成　２４　年　度　

普　通　会　計　決　算　見　込　み　の　概　要
平成２５年 ７月

大阪府
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	➢　実質収支は１４０億円と、５年連続で黒字を維持。

　　　　　　（注）今回の実質収支額は、最終予算の段階で想定したよりも税収が伸びたこと、正確な捕捉が難しい医療費公費負担事業などで歳出不用額が生じたことなどによるもの。
➢　府税収入は５年ぶりの増。

➢　公債費は３年連続で増加。

➢　制度融資の再構築などにより、決算規模は２年連続で縮小。




歳入総額　　　２兆７,８２２億円（対前年度比　▲６５０億円、▲２.３％）

（１）府税収入　　　　　　　　９,９３６億円（対前年度比　＋２３４億円、＋　２.４％）
　　・法人二税　　　　　　　　２,７８０億円（　　同　　　＋　９３億円、＋　３.５％）
（２）地方交付税等

・地方交付税　　　　　　　２,８４４億円（　　同　　　▲１２８億円、▲　４.３％）
・臨時財政対策債　　　　　２,９１２億円（　　同　　　＋１３１億円、＋　４.７％）

　　・地方法人特別譲与税    　１,１７０億円（　　同　　　＋　４０億円、＋　３.５％）
（３）その他（大きな増減のあったもの）

・制度融資貸付金償還金　　４,２５５億円（　　同　　　▲７３１億円、▲１４.７％）

・産業立地貸付金償還金　　　　　 ５億円（　　同　　　▲１３０億円、▲９５.９％）

・第三セクター等改革推進債 　１１１億円（　　同　　　▲１２３億円、▲５２.５％）

・基金繰入金　　　　　　　　 ９０３億円（　　同　　　▲１０５億円、▲１０.４％）



歳出総額　　２兆７,５１５億円（対前年度比　　　　　▲６８８億円、▲　２.４％）
（１）人件費　　　　　　　　　８,２３３億円（対前年度比　▲　　４億円、▲　０.１％）

（２）公債費　　　　　　　　　３,４９３億円（　　同　　　＋  ４４億円、＋　１.３％）
（３）投資的経費　　　　　　　１,７５１億円（　　同　　　▲  ２３億円、▲　１.３％）
（４）その他（大きな増減のあったもの）

・制度融資貸付金　　　　　４,２５５億円（　　同　　　▲７３１億円、▲１４.７％）

・地域整備事業会計補助金　　　 　―　　（　　同　　　▲３０５億円、　皆　減　 ）

・積立金　　　　　　　　　 　５０３億円（　　同　　　＋　９２億円、＋２２.３％）
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実質収支　　１４０億円（H23: １２４億円）

	
	歳入総額 (A)
	歳出総額 (B)
	翌年度へ繰越

すべき財源 (C)
	実質収支

(A)-(B)-(C)

	Ｈ20年度
	2兆7,085億円
	2兆6,856億円
	110億円
	 119億円

	Ｈ21年度
	2兆9,901億円
	2兆9,428億円
	148億円
	325億円

	Ｈ22年度

【実質規模】
	3兆6,819億円

【3兆  231億円】
	3兆6,418億円

【2兆9,789億円】
	127億円
	274億円

	Ｈ23年度
	2兆8,472億円
	2兆8,203億円
	145億円
	124億円

	Ｈ24年度
	2兆7,822億円
	2兆7,515億円
	167億円
	140億円


※ 実質規模とは、平成22年度の特別な要因として、基金借入金の解消（歳出：6,629億円）と、そのために基金取崩

（歳入：6,588億円）を行っており、この影響額を除く実質的な決算規模を示すもの。
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〔別　紙〕
１　決算規模及び決算収支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区　　　　　　　　分
	平成２４年度 (A)
	平成２３年度 (B)
	増減額 (A)-(B)=(C)
	増減率 (C)/(B)

	歳　 入 　総 　額 　  (a)
	2,782,199　
	2,847,193　
	▲64,994  
	▲2.3　

	歳　 出 　総 　額　   (b)
	2,751,489　
	2,820,266　
	▲68,777  
	▲2.4　

	形 式 収 支   (a)-(b)=(c)
	30,710  
	26,927  
	3,783 
	――　


	翌年度へ繰越すべき財源(d)
	16,743  
	14,514  
	2,229 
	――　

	実 質 収 支   (c)-(d)=(e)
	13,968  
	12,413  
	1,555 
	――　

	単  年  度  収  支
	1,555  
	· 14,996  
	16,551 
	――　


　
・　実質収支は、139億68百万円の黒字となり、５年連続で黒字を維持。

　・　決算規模は、制度融資の再構築に伴う預託金の減などにより縮小。
２　歳　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区分
	平　　成　　２４　　年　　度
	平　　成　　２３　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	府税
	993,623  
	35.7
	23,415  
	2.4  
	970,208  
	34.1  
	▲ 1.6 

	
	うち法人二税
	278,040  
	10.0
	9,326  
	3.5  
	268,714  
	9.4  
	2.2 

	地方譲与税
	121,154  
	4.4
	3,990  
	3.4  
	117,164  
	4.1  
	9.3 

	地方交付税
	284,441  
	10.2
	▲ 12,831  
	▲  4.3  
	297,272  
	10.4  
	▲ 0.7 

	国庫支出金
	252,571  
	9.1
	3,935  
	1.6  
	248,636  
	8.7  
	▲ 13.5 

	地方債
	401,687  
	14.4
	13,511  
	3.5  
	388,176  
	13.6  
	▲ 4.2 

	
	うち臨時財政対策債
	291,186  
	10.5
	13,058  
	4.7  
	278,128  
	9.8  
	▲ 13.8 

	諸収入
	527,910  
	19.0
	▲ 86,438  
	▲ 14.1  
	614,348  
	21.6  
	▲ 15.5 

	
	うち制度融資貸付金償還金
	425,531  
	15.3
	▲ 73,082  
	▲ 14.7  
	498,613  
	17.5  
	▲ 18.9 

	その他
【実質規模】
	200,813  
	7.2
	▲ 10,576  
	▲ 5.0  
	211,389  
	7.5  
	▲ 75.7 
【0.1】

	歳入合計
【実質規模】
	2,782,199  
	100.0
	▲ 64,994  
	▲ 2.3  
	2,847,193  
	100.0  
	▲ 22.7 

【▲ 5.8】


　※ 実質規模とは、平成22年度の特別な要因として、基金借入金の解消（歳出：6,629億円）と、そのために基金取崩（歳入：6,588億円）を行って

おり、この影響額を除く実質的な決算規模を示すもの。
・　【府税】は、企業業績の改善により法人二税が増加したことをはじめ、年少扶養控除廃止に伴う個人住民税の増や、原発稼働停止による燃料輸入増加に伴う地方消費税の増など、全体として増となっている。

　・　【地方譲与税】は、企業業績の改善等による地方法人特別譲与税の増により、増となっている。
　・　【地方交付税】は、社会保障関連経費の増等に伴い臨時財政対策債を含めた実質的な交付税は増となるものの、臨時財政対策債の増により、交付税としては減となっている。

・　【国庫支出金】は、国の経済対策に伴う交付金の追加などにより、増となっている。

　・　【地方債】は、地方交付税の代替である臨時財政対策債や病院事業債の増などにより、増となっている。
　・　【諸収入】は、制度融資の再構築に伴う預託金の減及び産業立地賃貸事業資金貸付金償還金の減により、減となっている。

　・　【その他収入】は、府営住宅用地売払収入などの増に伴い財産収入が増となる一方、国の基金事業終了に伴う基金繰入金などの減により、減となっている。



３　歳　　出

（１）主な性質別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

	区分
	平　　成　　２４　　年　　度
	平　　成　　２３　　年　　度

	
	決算見込額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	義務的経費
	1,217,788
	44.2  
	4,026  
	0.3  
	1,213,762 
	43.0  
	3.0　

	
	人件費
	823,260
	29.9  
	▲ 441  
	▲ 0.1  
	823,701 
	29.2  
	0.3　

	
	扶助費
	45,205
	1.6  
	85  
	0.2  
	45,120 
	1.6  
	5.1　

	
	公債費
	349,323
	12.7  
	4,383  
	1.3  
	344,940 
	12.2  
	9.6　

	投資的経費
	175,141
	6.4  
	▲ 2,347  
	▲ 1.3  
	177,488 
	6.3  
	▲ 9.9　

	
	公共事業費
	114,891
	4.2  
	▲ 1,004  
	▲ 0.9  
	115,895 
	4.1  
	▲ 12.1　

	
	単独事業費
	60,250
	2.2  
	▲ 1,343  
	▲ 2.2  
	61,593 
	2.2  
	▲ 5.2　

	その他経費
【実質規模】
	1,358,560
	49.4  
	▲ 70,456  
	▲ 4.9  
	1,429,016 
	50.7  
	▲ 36.9　
【▲ 10.9】

	
	補助費等
【実質規模】
	708,535
	25.8  
	184  
	0.0  
	708,351 
	25.1  
	▲ 46.8　
【6.0】

	
	貸付金
	486,950
	17.7  
	▲ 72,465  
	▲ 13.0  
	559,415 
	19.8  
	▲ 17.5　

	
	積立金
	50,346
	1.8  
	9,171  
	22.3  
	41,175 
	1.5  
	▲ 71.0　

	
	
	うち財政調整基金積立
	76
	0.0  
	56  
	280.0  
	  20 
	0.0  
	▲ 100.0　

	
	その他
	112,729
	4.1  
	▲ 7,346  
	▲ 6.1  
	120,075 
	4.3  
	4.5　

	歳出合計
【実質規模】
	2,751,489
	100.0  
	▲ 68,777  
	▲ 2.4  
	2,820,266 
	100.0  
	▲ 22.6  

【▲ 5.3】


・　【義務的経費】は、公債費が増となっているが、全体としては、ほぼ同額となっている。

【人件費】は、職員給や共済費などが減となる一方、教職員等の退職金の増により、ほぼ同額となっている。

【扶助費】は、難病対策事業や精神障がい者医療扶助などが増となる一方、不妊治療費助成事業や児童福祉施設扶助費などの減により、ほぼ同額となっている。

【公債費】は、元利償還金の増により、増となっている。
　・　【投資的経費】は、国の補助事業、府単独事業ともに減となっている。

　・　【補助費等】は、社会保障事業費や、私立高校生修学支援補助金などが増となる一方、平成２３年度末の地域整備事業会計廃止に伴う補助金の減により、ほぼ同額となっている。

　・　【貸付金】は、制度融資の再構築に伴う預託金の減により、減となっている。

　・　【積立金】は、国の経済対策に伴う基金積立により増となっている。

（２）主な目的別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

	区分
	平　　成　　２４　　年　　度
	平　　成　　２３　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	教育費
	665,178
	24.2
	8,494
	1.3
	656,684
	23.3  
	1.4 

	商工費
	486,173
	17.7
	▲ 76,721
	▲ 13.6
	562,894
	20.0  
	▲ 17.0 

	民生費
	451,487
	16.4
	19,553
	4.5
	431,934
	15.3  
	4.0 

	警察費
	252,887
	9.2
	4,575
	1.8
	248,312
	8.8  
	1.0 

	土木費
	206,477
	7.5
	▲ 31,145
	▲ 13.1
	237,622
	8.4  
	4.9 

	総務費

【実質規模】
	88,751
	3.2
	3,664
	4.3
	85,087
	3.0  
	▲ 90.0 

 【▲55.7】

	その他
	600,536
	21.8
	2,803
	0.5
	597,733
	21.2  
	4.2 

	歳出合計
【実質規模】
	2,751,489
	100.0
	▲ 68,777
	▲ 2.4
	2,820,266
	100.0  
	▲ 22.6 
【▲5.3】




４　主な財政分析指標

（１）財政力指数　：前年度と同値の、０.７２となった。
	
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24

	大　　阪　　府
	0.83 
	0.81 
	0.76 
	0.72 
	0.72 

	全都道府県平均
	0.52 
	0.52 
	0.49 
	0.47 
	―


（２）経常収支比率　：前年度に比べて０.２ポイント悪化し、９７.２％となった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：％）

	
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24

	大　　阪　　府
	96.6 
	96.9 
	91.3 
	97.0 
	97.2 

	全都道府県平均
	93.9 
	95.9 
	91.9 
	94.9 
	―


　　・　経常一般財源の収入総額（比率算定上の分母）は、府税収入が増加したことにより、１.３ポイントの改善となった。
　　・　一般財源が充当された経常経費（比率算定上の分子）は、人件費及び公債費の元利償還金に係る一般財源が減少したものの社会保障事業費などが増加したことにより、１.５ポイントの悪化となった。
（３）地方債現在高　：普通会計ベースでは、臨時財政対策債の増などにより、前年度末に比べて１,７３７億円増加した。

	
	平成２４年度末
	平成２３年度末
	増　減　額

	地方債現在高〔普通会計〕
（特定資金公共事業債除く）
	5,583,504百万円
	5,409,778百万円
	173,726百万円

	
	府民一人当たり残高
	630,816円
	610,824円
	19,992円

	
	全都道府県平均
（国民一人当たり残高）
	―
	689,150円
	―

	大   阪   府   人   口
	8,851,237人
	8,856,530人
	▲ 5,293人


　　　（注）大阪府人口は４月１日現在の大阪府毎月推計人口。

「全都道府県平均」は、全都道府県の地方債現在高（普通会計）の合計を３月３１日現在の住民基本台帳人口で除したもの。

　　　≪参　考≫　全会計の地方債現在高
	
	平成２４年度末
	平成２３年度末
	増　減　額

	地方債現在高〔全会計〕
	6,251,039百万円
	6,037,771百万円
	213,268百万円

	
	(参考)府民一人当たり残高
	706,233円
	681,731円
	24,502円

	
	うち　臨時財政対策債等
	2,741,542百万円
	2,492,420百万円
	249,122百万円

	
	うち　その他
	3,509,497百万円
	3,545,351百万円
	▲35,854百万円


（※）臨時財政対策債等とは、臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債及び減収補塡債の残高を合計したもの。
（４）財政調整基金現在高　：前年度末に比べて５０億円増加した。

	
	平成２４年度末
	平成２３年度末
	増　減　額

	財政調整基金現在高
	144,186百万円
	139,156百万円
	5,030百万円

	
	うち地域活性化・公共投資臨時交付金等分除く
	143,881百万円
	138,534百万円
	5,347百万円


※「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率は、９月に暫定値を公表予定。



【用語説明等】

１　【普通会計】とは、各地方公共団体間の財政比較や統一的な掌握を容易にするために、地方財政統計上用いられる会計区分であり、一般会計と特別会計の額を合算したものから地方公営企業会計に係る収支を除いたものである。
２　【普通会計上の実質収支】とは、形式収支 (歳入総額から歳出総額を差し引いた額) から翌年度へ繰り越すべき財源(繰越明許費、事故繰越額など)を控除した額であり、単年度収支とは、当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額である。

　　なお、本府は、平成１０年度から１９年度まで実質収支が赤字（赤字決算）であったが、赤字決算となるのは、予算の段階で歳入に赤字雑入（当該年度中に収入の見込みがなく、翌年度から繰上げて充当している歳入。これを計上していると実質的に収支が均衡していない「赤字予算」である。）を計上しており、決算段階でこれを解消できなかった場合などである。
３　【財政力指数】とは、地方公共団体の財政力(体力)を示す指数であり、指数が高いほど財源に余裕があるものとされている。基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値を過去３か年の平均値で示す指数である。

４　【経常収支比率】とは、経常一般財源（地方税、地方交付税など毎年度連続して経常的に収入され、自由に使用できる財源）が、経常的経費（人件費、扶助費、公債費など団体が行政活動を行うために年々継続し、固定的に支出される経費) にどの程度充当されているかを示す比率であり、この比率が低いほど財政構造に弾力性があることとなる。なお、経常一般財源の収入総額には、平成13年度から減税補塡債及び臨時財政対策債を、平成19年度から臨時財政対策債及び減収補塡債（特例分）を含むものとされた。　　　　　　　　　　　　
　　　　　経常収支比率 (％) ＝ 経常的経費に充当された一般財源額 ／ 経常一般財源の収入総額　× 100％
５　【普通会計の地方債現在高】とは、一般会計と特別会計の地方債現在高を合算したものから地方公営企業会計に係るものを除くとともに、満期一括償還方式によって発行した民間資金で減債基金への積立相当額については、償還したものとして現在高から控除するものである。


【参　考】

１　一般会計決算見込み                                                                                 （単位：百万円、％）
	区　　　　　　　　分
	平成２４年度 (A)
	平成２３年度 (B)
	増減額 (A)-(B)=(C)
	増減率 (C)/(B)

	歳　 入 　総 　額 　  (a)
	2,913,182
	3,056,015
	  ▲ 142,833
	▲ 4.7

	歳　 出 　総 　額　   (b) 
	2,893,052
	3,037,696
	  ▲ 144,644
	▲ 4.8

	形 式 収 支   (a)-(b)=(c)
	20,130
	18,320
	1,810
	――　

	翌年度へ繰越すべき財源(d)
	7,873
	7,775
	98
	――　

	実 質 収 支   (c)-(d)=(e)
	12,257
	10,544
	1,713
	――　

	単  年  度  収  支    
	1,713
	▲ 15,195
	16,908
	――　


　

　　※　一般会計実質収支の黒字額（決算剰余金）については、大阪府財政運営基本条例第２０条に基づき、１／２ずつを減債基金と
財政調整基金に編入する。（２４年度決算では、６１億２８百万円）

２　府税収入の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

	区分
	平　　成　　２４　　年　　度
	平　　成　　２３　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	法人二税
	278,040
	26.0
	9,326
	3.5
	268,714
	25.8
	2.2

	
	法人府民税
	76,348
	7.1
	1,694
	2.3
	74,654
	7.2
	7.4

	
	法人事業税
	201,692
	18.9
	7,632
	3.9
	194,060
	18.6
	0.3

	その他の税
	791,552
	74.0
	17,517
	2.3
	774,035
	74.2
	▲ 3.6

	
	個人府民税
	310,085
	29.0
	12,144
	4.1
	297,941
	28.6
	▲ 1.9

	
	府民税利子割
	9,787
	0.9
	▲ 990
	▲ 9.2
	10,777
	1.0
	▲ 16.8

	
	個人事業税
	14,054
	1.3
	▲ 289
	▲ 2.0
	14,343
	1.4
	▲ 3.4

	
	地方消費税
（清算金除く）
	265,244
(189,274)
	24.8

	4,405
(977)
	1.7
(0.5)
	260,839
(188,297)
	25.0

	▲ 5.2
(▲ 3.6)

	
	不動産取得税
	31,207
	2.9
	1,635
	5.5
	29,572
	2.8
	▲ 20.1

	
	府たばこ税
	23,256
	2.2
	▲ 423
	▲ 1.8
	23,679
	2.3
	13.1

	
	ゴルフ場利用税
	1,598
	0.2
	▲ 12
	▲ 0.7
	1,610
	0.2
	▲ 1.7

	
	自動車税
	80,654
	7.5
	▲ 836
	▲ 1.0
	81,490
	7.8
	▲ 1.2

	
	鉱区税
	0
	0.0
	0
	23.2
	0
	0.0
	▲ 22.0

	
	自動車取得税
	12,119
	1.1
	2,428
	25.0
	9,691
	0.9
	▲ 13.3

	
	軽油引取税
	43,501
	4.1
	▲ 517
	▲ 1.2
	44,018
	4.2
	3.2

	
	狩猟税
	11
	0.0
	0
	0.0
	11
	0.0
	0.1

	
	旧法による税
	36
	0.0
	▲ 27
	▲ 43.2
	63
	0.0
	▲ 18.8

	府税合計
	1,069,592
	100.0
	26,842
	2.6
	1,042,750
	100.0
	▲ 2.2

	
	地方消費税清算金除く
	993,623
	92.9
	23,415
	2.4
	970,208
	
	▲ 1.6


　


平成２４年度普通会計決算のポイント





※詳細は別紙のとおり





【ポイント】・府税収入は５年ぶりの増


・制度融資の再構築などにより、歳入規模は縮小





１　歳　入





【ポイント】・公債費は３年連続で増加


・制度融資の再構築などにより、歳出規模は縮小　　　　　 





２　歳　出





1





【ポイント】５年連続で黒字を維持





３　決算収支





〔参考〕平成24年度一般会計決算の概要


　○歳入総額　　２兆９，１３２億円（対前年度比　▲４.７％）


　○歳出総額　　２兆８，９３１億円（　　同　　　▲４.８％）


　○実質収支　　　　１２３億円（前年度に比べ１８億円増）


　　　⇒ 財政運営基本条例に基づき1/2ずつが減債基金と財政調整基金に積立てられる
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